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衛生活動では、喫煙率の低減を重要課題として取り組んで
います。また、グループ各社のメンタルヘルス支援を開始し
ました。　

当社の『安全衛生方針』は、経営トップの思いを定めた
安全・衛生の姿です。この方針をもとに、労働災害ゼロの達
成を目標としています。

保健指導にて血圧が少し高めである点を注意さ
れて、日々の血圧を測定するようにしました。
塩分を控えるなどの食生活の改善から、日々の
ストレスを解消するための運動をすることで、自
分なりにリフレッシュする時間を積極的に持つよ
うになりました。

本社工場
清 弘文

身近なことから健康意識の向上

1回/年の健康診断の血液検
査等の結果に基づいた健康
管理のサポートを継続してい
ます。

◆働く人の健康管理をサポート

◆安全活動の主な取り組み

活動の指標（KPI）

心の健康
・新入社員衛生教育
・昇格前研修
・昇格後リスナー研修
・メンタルヘルス講演会

健康維持・推進活動
・ヘルスマ連絡会
・健康セミナー
・禁煙セミナー
・特定保健集団指導　など

活動の中でコミュニケーションを図ることにより、
リスクを共通認識し、 全員参加で提案・改善が
できる、 明るい職場を目指します。
※ベルパトロール活動とは 
毎日､輪番で各職場の作業観察を行い､作業手順やリ
スクアセスメント、改善の確認等を行います。

本社工場製造部
和田 楓希

毎日のベルパトロール活動

2010年から3年5カ月にわたり
休業災害ゼロを継続し、無災害記
録第1種（390万時間）を達成しま
した。

◆休業災害ゼロを継続 ＜本社工場＞

安全、衛生活動は従業員を守る活動である
と考えています。
安全、衛生が配慮される風土・体制作りを進
めており、継続的な教育の重要性を感じてい
ます。
職場における潜在的なリスクを把握・管理し、
計画的な対策を実施していきます。

安全衛生推進部
部長

山中 敏雄

「安全衛生の向上に向けて」

次代の大豊 <テーマ 安全衛生>

安全活動では、重大災害の未然防止を最重要とし、労働災
害ゼロに向けて取り組んでいます。

活動の指標（KPI）

安全衛生方針
1．労働安全衛生法および、関係する諸法令と社内規則・
　 基準を遵守し、災害の発生防止に努める
2．全災害未然防止を基本に、本質安全と従業員の
　  意識向上を図り体質を強化する
3．衛生管理の充実と、全従業員の健康維持増進を図る

◆主な取り組み

1．重大災害未然防止
　　・人と車両の分離（歩行帯の整備）
　　・構内工事の災害リスク低減
2．止めるにこだわった活動
3．作業環境の改善（騒音･暑熱）
4．海外グループ会社の活動支援
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休業度数率とは休業災害の 
発生頻度を表したもので、 
右式で算出しています。 
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●大豊工業と全国喫煙率の比較
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●一人ひとりの個性と多様性を尊重

当社は障害者雇用促進法の基本的理念に基づいて、ノーマ
ライゼーション社会の実現に資するため、継続的、かつ積極
的な障がい者雇用に取り組んでいます。
2009年以降、継続して、地元の特別支援学校から新卒者
雇用に取り組んでいます。2015年には、4名を新たに雇用
しました。

直近の取り組みとして、管理能力のさらなる向上を目的に、
役員を指導者としたマネジメント研修を推進しています。
また、小集団活動として、QCサークル活動と元気プロジェ
クトで連携を図り、改善活動のさらなる活性化を進めてい
ます。
今後は、海外グループへの教育支援、全社教育における「教
え・教えられる仕組み」をマネジメント層まで広げるなど、さ
まざまな活動を進め、各職場における職場力の向上を進め
てまいります。

職場内教育の基本はＯＪＴであることは周知
の通りですが、いま一度原点に立ち返り、上
司や先輩が部下や後輩に対し、具体的な仕
事を与え、その仕事を通して必要な知識・技
術・技能などを意図的・計画的・継続的に指導
することを、風土として根付かせていきたい
と思います。
具体的には、教える側である各種研修講師・指
導員育成から取り組み強化を図っています。

総務人事部
部長

池田 清志
総務人事部
木下 友子

「人財力の向上とは」

次代の大豊 <テーマ 人材育成・雇用>

マネジメント能力の向上

（管理者として備えるべき）
基礎知識・常識の習得

OJTによる継続的な実践

社会人としての一般常識

教え・教えられる風土

問題解決・職場運営能力の向上

育児短時間勤務を利用して、1年になり
ます。復職前は仕事と家事の両立がこ
んなにも大変だとは思っていなかった
ので、とても助かっています。
今後も子供との触れ合いの時間を大
切にしながら、頑張っていきたいと思
います。

人財とはスキル（知識、技
術）を備えた上に価値観や
考え方も備えた人であり、
当社では、その人財が育つ
ための機会（教育・環境）と
して、多くの教育・研修を実
施しています。

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環境改善を
進めています。育児休業、育児短時間勤務は制度の周知も
進み利用者は増加傾向にあります。また2015年4月より
託児所を開設し育児中の従業員が安心して働ける環境整
備に努めています。

当社は、会社と労働組合の
相互信頼関係を基礎とし、
労働組合と行う経営懇談
会、各職場単位の安全衛生
活動や、職場労使懇談会な
ど意見交換できる場を設け
ています。
また、社内コミュニケーショ
ンのさらなる活性化に向けてＴＣ懇談会と題し、個々人
が抱える問題点の吸い上げや、意見交換を大豊独自の活
動として積極的に行っています。

●ワーク・ライフ・バランスの実現

●誰もが働ける職場づくり

●人財を育てるための機会作り

当社における人財の考え方
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●育児休業制度
 　利用者数（毎年4月時点）

人財育成の進め方

●労使相互信頼
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●安全衛生は、初めから終わりまで全てに優先

●労働災害ゼロに向けて

●働く人の体を気遣う

当社では、グループ会社を含めた従業員が生き生き
と働ける環境づくりを目指し、人事制度の充実に向
け、適材適所での人財の配置・交流ができる仕組みづ
くりの構築と、会社の継続的発展を支える人財力向
上に向け、教え、教えられる風土の醸成に向けた活動
を推進しています。
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人財力の強化


